
川越市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則（案） 

及び審査基準（案）概要 

 

１ 趣旨                         

令和３年７月に静岡県熱海市で大規模な土石流災害が発生したことを

機に、危険な盛土等※に対する規制が強化されることとなり、「宅地造成

等規制法」が抜本的に改正され、盛土等を行う土地の用途やその目的に

かかわらず、危険な盛土等を全国一律の基準で包括的に規制する「宅地

造成及び特定盛土等規制法」（以下「盛土規制法」という。）が令和５年

５月２６日に施行されました。 

盛土規制法では、都道府県知事等は、宅地、農地等の用途にかかわら

ず、盛土等が行われれば人家等に被害が及ぼしうる区域を規制区域とし

て指定することができ、その規制区域内で盛土等を行う場合は、あらか

じめ都道府県知事等の許可が必要となります。 

本市では、令和７年５月２６日に川越市全域を「宅地造成等工事規制

区域」に指定し、盛土規制法に基づく事務を開始する予定であり、その

施行に関する細則（案）及び審査基準（案）を作成しましたので、皆様

からの意見を募集します。 

※「盛土等」とは、一定規模以上の盛土や切土、土砂の仮置きをいいます。 

 

２  許可対象となる盛土等の規模 

規制区域内において行う宅地造成、特定盛土等又は土石の堆

積に関する工事で一定規模を超えるもの。  

行為  対象規模  

宅地造成  

特定盛土等  

《宅地造成等工事規制区域》  

①  盛土で、高さが 1ｍを超える崖を生ずるもの  

②  切土で、高さが 2ｍを超える崖を生ずるもの  

③  盛土と切土を同時に行い、盛土、切土と合わせて高さが 2ｍを超

える崖を生ずるもの（①、②を除く）  

④  盛土で、高さが 2ｍを超えるもの（①、③を除く）  

⑤  盛土、切土をする土地の面積が 500 ㎡を超え、かつ高さが５０

ｃｍを超えるもの（①～④を除く）  

土石の堆積  

《宅地造成等工事規制区域》  

⑥  高さが 2ｍを超える土石の堆積であって、土石の堆積を行う土地

の面積が 300 ㎡を超えるもの  

⑦  土石の堆積を行う土地の面積が 500 ㎡を超え、かつ高さが５０

ｃｍを超えるもの  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  施行細則（案）及び審査基準（案）の概要 

 ⑴ 川越市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則（案）について 

ア 盛土規制法第１２条第１項ただし書きを適用する工事 

災害の発生のおそれがないと認められる工事について、以

下のとおりとします。  

（ア）  宅地造成又は特定盛土等に関する工事のうち、災害の

発生のおそれがないと認められる許可を不要とする工事

は、盛土又は切土をする前後の地盤面の標高の差が５０

センチメートルを超えないものとします。  

（イ）  土石の堆積に関する工事のうち、災害の発生のおそれ

がないと認められる許可を不要とする工事は、土石の堆

積を行う土地の地盤面の標高と堆積した土石の表面の標

高との差 が５０センチメートルを 超えない ものとします。 

  イ 許可申請書への添付書類の追加、様式の整備等 

(ア ) 許可申請への添付書類の追加  

   法令に定められた資力・信用・能力に関する審査、土地

の権利関係の確認等に必要となる書類を追加します。  

①資力・信用・能力関係  

   ・預金残高証明書又は融資証明書  

盛 土 規 制 法 パ ン フ レ ッ ト （ 国 土 交 通 省 ・ 農 林 水 産 省 ・ 林 野 庁 ） を 一 部 加 工  

 ⑤ ・ ⑦ に つ い て は 、 地 盤 面 と の 標 高 の 差 が ５ ０ ㎝ を 超 え る も の と し て 、 細 則 で 定 め る 予 定  



   ・納税証明書  

・財務諸表（最近３年間。）  

   ・申請者の信用に関する書類  

   ・工事施行者の登記事項証明書、業務経歴書、建設業許

可を受けていることを証する書類  

②土地の権利関係  

   ・土地登記簿謄本  

   ・公図の写し  

   ・同意をした者の印鑑証明書  

③その他  

   ・土地の求積図  

   ・その他市長が必要と認める書類  

(イ ) 変更許可申請書の添付書類の追加  

   変更に係 る事項の 新旧 を対照した書類等 を追加し ます 。 

(ウ ) 様式等の整備  

   届出書の様式等、盛土規制法に定められた手続き等に関

する細目的事項を規定します。  

(エ ) 申請書、届出その他の書類の提出部数に関する規定  

  ウ 法執行に必要な手続き等の追加 

工事着手届、廃止届等、工事施行状況を把握するために必

要な手続き等を追加します。  

 ⑵ 審査基準（案）について 

  ア 法執行に必要な審査基準の整備 

盛土規制法の許可及び変更許可を行うために必要な審査基

準「宅地造成及び特定盛土等規制法に係る申請等の手引」を

定めます。  

 

４  施行期日 

  令和７年５月２６日（予定）  

 

５  問い合わせ先  

   都市計画部  開発指導課  開発指導担当  

   電話０４９－２２４－５９７８  


